
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

晩 年 
急激な腰痛はギックリ腰（以前に何回か経験した）かと思った。我慢して無

理をしない日常生活を送れば数日で寛解すると期待した（以前はこれで良

かった）。しかし痛みの発作はそんな甘いものでなかった。耐えられず整形

外科で診察を受けた。骨粗鬆症、腰痛骨折と判明した。そう４年前の「igG4

関連疾患」で副腎ホルモン（ステロイド剤の服用は今も継続しているのだ。）

と妙に納得した。コルセットで様子をみましょうと言われた。駆け込んだ近く

の整形外科専門医院でコルセットが処方された。しかし口渇で大量の水分

を休みなく摂取し、これは１時間毎に寒いトイレへと誘ったのだ。ベッド上で

は腰痛で体位は難しくコルセット着用はままならず、「コルセットは使っていません」との返事に、「整形

外科の入院患者はみなさんそうしています。では鎮痛剤を処方しておき

ます」。つぶやきながら画面の腎機能のデータをみながら若い女医は冷

静に反応した。 

このエピソードの少し前から、趣味の数独が解けずレベルを下げても

変わらず、違和感に気付いていた。またパソコン入力のミスタッチが頻

回に起こることもあり、そこでやっと思考力、判断力等が身体能力とと

もにひどく低下していることに気がついた。「コルセット」と「鎮痛剤」し

か対処がないようないわれかたで、これはもう良くはならないのではな

いか、良くて現状維持しかないのかと即断し、この長野産業保健総合支

援センター退職といくつかの仕事の今年度限りでの中止を決めた。辞めると代わりのドクターが見つか

りませんと慰留されたが、この日はいつか来るものでそれが今ですよ

とよく分からない言い訳をした。ある関連団体の世話役がそれまで

のお礼にと電話をしてきた。さらに感極まって涙したのには驚いた。

そして私も思わず涙してしまった。 

この所長通信では書きたいことを自由に書かせてもらった。年に１

度会い（会えない年も少なくなかったが）、彼らに面白かったといわ

れ次のテーマについてのモチベーシが上がったことはいうまでもな

い。そしてそれをきっかけに異分野の本を紐解くきっかけを作ってく

れたと感謝している（部屋の片隅の積読の本を横目で見ながら）。駄文を読んでくれてありがとう。 
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産業医の仕事は多岐に亘るが、ストレスチェックを含んだメン

タルヘルス、両立支援そして近年大きく改訂された化学物質管

理等は、多くの専門家が現場やセンターですでに活躍している。

今後の研修会、衛生教育、管理的業務といっても極めて限られ

ている。一般検診、がん健診等の医療分野でのテーマそして保健

指導などが主になるだろう。しかし検診・健診についていえば住

民を対象にした高齢者医療確保法によるいわゆるメタボ健診と

職場の労働者を対象にした労働安全衛生法の棲み分けはうまく

いっているとは思えない。それどころか件の検診・健診はほとん

ど有効ではないことは世界的にも明白であり、それゆえ日本以

外では全く行われていないことは縷々述べた。また OECD(経済協力開発機構)は、この法的に規制

（強制）されている日本的「健康対策」を客観的に評価し、その非能率性や重複している制度の見直し

等々について改善を迫っている。しかし厚生労働省は何も反

応してこなかった。私の産業医業務はこんな課題を内包しつつ

時間ばかりが過ぎていったようだ。一方職場では（そして社会

的にも）、急速に従来のハードの面よりメンタルの諸問題が顕

在化、重大な事象として浮上してきた。現場でそしてこのセン

ターでもこの一翼を担うべく、制度的、人的に整備され多くの

プロが育てられ、活躍し始めた。産業医はその中にあって、そ

の役割を再検討せざるを得なくなっている。とはいえ短期間

の座学と見学のみの実習で専門知識が身につくわけがなく、

医学知識を最大限利用した範囲での職場調整を行っているに

過ぎないのではないか。かなり前に思い立って、産業カウンセ

ラーを長野県では初めて開かれた教室で１回生の生徒となり資格を取ったそのころはメンタルヘルス

の関心が持たれ始めた時期であり、一定の役割を果た

せたと自負している。昨今ではプロが活躍している現

場でどうするか。すでに述べたようにほとんど意味の

ない検診、健診を媒介に、まずは従業員とのコミュニケ

ーションを工夫し、ささやかでも生活指導や悩みを訊

けるように親しくなり、産業医の一翼を担っている気

分になっている。 

振り返るとここ２０年くらいがもっとも新しい知己を

得たかもしれない。これもセンターの産業保健相談員

とその後の不本意ながら永く勤められたセンター所長

のおかげと思っている。当該場所への移動と話ができ

る声と応力が残っている間は続けたい。かなり執拗で

強引だ。しかしこんなことがいえる予想も出来なかっ

た最高の晩年だ。            （所長 矼 暎雄） 



 

 

 

 

 

 

厚生労働省は、従業員５０人未満の小規模事業所に対し、働く人の「ス

トレスチェック」を義務づける方針を新たに、決めた。仕事上のストレス

で精神疾患を発症する人は増えており、義務化の対象を全事業所に拡

大して対策を強化するため、労働安全衛生法改正案の国会提出を目指

している。 

「ストレスチェック」は同法に基づき、２０１５年から従業員５０人以上

の事業所に年１回の実施を義務づけている。仕事量や食欲などについ

て尋ね、ストレスの度合いを数値化して示している。結果は本人に通知

され、「高ストレス者」と判定されると、医師（産業医あるいは精神科医

師）の面接指導を勧められる。「高ストレス者」と判定された本人が医師

の面談を受けた場合、それに要する費用は会社が負担することになっている。２１年度の国の調査で、

受検者の７４％が「有効だった」と回答するなど一定の成果を上げてきた。 

 ストレスチェック制度では、集団分析を行い、メンタルヘルス不調の一次予防対策として期待されてい

る。また、個人の同意がなければ、会社側に「高ストレス者」であるという連絡はされないことになって

いる。これは「高ストレス者」という判定が労務管理上、不利に

ならないための配慮である。しかし、同意書に安易にチェック

を入れると、結果が会社に通知される。ある企業で「高ストレ

ス者」の一覧リストを見せられ、驚いたことがある。 

毎年、長野労働局には、ストレスチェックを受けた人の約０．

５％が面接を受けていることが報告されている。全国でも同

様である。しかしながら、「高ストレス者」の何％が面接を受け

ているかは不明である。「高ストレス者」の面接を行った場合、

面接指導結果報告書と就業上の措置に係る意見書の作成マニ

ュアルも厚労省から出ている。 

 従業員５０人未満の事業所は２１年時点で全国に約３６４万

か所あり、労働者は約２８９３万人。義務化によって業務負担

の増加が懸念されるため、導入は数年後を想定しており、支援体制も整備する予定である。２２年にス

トレスチェックを実施している事業所の割合は、５０人以上の事業所で８４．７％、実施が努力義務である

５０人未満の事業所で３２．３％となっている。 

５０人未満の事業所にストレスチェック制度を導入するのは大いに賛成

だが、面接で長時間労働などが原因で「高ストレス者」になっていることは

判断しやすい。一方、就業上の措置に係る意見を述べる場合、常勤の産業

医でも、例えば、職場内のハラスメントが起因しているとは把握しにくいの

ではないだろうか。常勤の産業医の選任義務がない、５０人未満の事業所

へのストレスチェック制度の新規導入にはこのような課題も山積している

と思われる。今後、地域産業保健センター等での実践を一例、一例、積み重

ねながら、より良いものにしていかなければならないと思われる。 
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 長期間の治療が必要な疾病を抱えた労働者にとって、働くことは収入を得るだけでなく生きがいに

もつながります。一方、労働者が治療を受けながらの勤務継続、病気休業から復職するときに、事業者

が慎重になりすぎたり、逆に労働者が事業者に不信感を抱くというようなケースを聞くことがありま

す。 

今回は休業から復職する時の問題点とそれに対する解決策を考えたいと思います。 

 

問題点 

1. 健康状態の把握： 労働者が復職を希望しても、治療の進行状況や

体調が仕事に耐えうるかどうかが明確でない場合があります。労

働者自身は復職に意欲を見せる場合でも会社は体調の悪化や再度

の休業などを予想して不安を感じることがあります。 

2. 職場環境の適応： 長期間の休職後、労働者が職場環境に再び適応

していくのは容易ではありません。特に休業している間の職場の変

化に対する不安や、同僚との関係の再構築などが課題となります。 

3. 業務の再割り当て： 労働者の健康状態によっては、従来の業務を

続けることが難しい場合があります。これには業務内容の変更や、

部署異動などが必要です。 

4. 心理的負担： 労働者が復職に際して心理的な負担は大きいと思われます。病気や治療の影響

で職場での自信の喪失、上司や同僚に対する気兼ねなども大きいと考えられます。 

解決方法 

1. 定期的な健康チェック： 労働者の健康状態を定期的にチェックし、適切なタイミングでの復職

を支援します。医療関係者（主治医、看護師、SW）と、会社関係者（人事担当者、産業医、保健師、

直属上司）の連携を強化し、労働者が無理なく復職できるように情報を共有します。 

2. 復職プランの作成： 治療と仕事の両立支援では労働者の状況に

合わせた個別の復職プランを作成しますが、これには段階的な復

職スケジュールや業務内容の調整が含まれます。労働者の体調に

応じて柔軟に対応し、都度変更も行います。 

3. 職場環境の整備： 労働者の健康状態に応じて適応しやすい職場

環境を整え、業務の調整を行います。労働者の能力や体調に合わ

せた業務内容の変更や、負担の軽減を目的としています。例えば、

フレックスタイム制や時短勤務といった柔軟な勤務時間や在宅勤

務の導入、職場内のサポート体制の強化などが考えられます。これ

には直属上司さらには同僚等の協力と理解が不可欠です。 

4. 労使の信頼関係の構築： 労働者との定期的な面談を行い、問題

が生じた際には速やかに対処します。労使で十分に話し合う機会をもつことが必要です。 

労使間の十分な意思の疎通と信頼関係の構築が最も重要であると考えます。 

 

深刻な労働力不足が懸念されている昨今、治療と仕事の両立支援制度は、労働者の健康と職場で

の生産性を維持するために有用な制度であると考えます。 

しかし、現実には様々な問題が発生する可能性も潜んでいます。これらを解決するためには、労使

間のコミュニケーションの強化と教育が不可欠です。事業者と労働者が協力し、相互の理解と尊重を

基にした支援体制を築くことが、真の両立支援に繋がるでしょう。 

促進員通信  



 

 

 

 

 

 

各地域産業保健センターのコーディネーターに地域窓口の活動やコーディネーターの 

仕事について、レポートしてもらいます。 

 

 

 

小諸・佐久地域産業保健センター 

コーディネーター 須藤 馨 

支援センターから順番だからと原稿の提出を指示されて、何を題材に

したらよいものか迷っていてもう提出期限の月末になってしまいまし

た。 

小生の出身は、佐久地方の中心地と自任しています、それは地名から

です「中佐都村」（合併により浅間町から現在の佐久市）純農村です、田

園でした、西にはアルプスが、北には浅間山が、東には荒船山、そして南

には八ヶ岳と風光明媚な盆地（自慢話になりますが）これら風景に変わりありませんが、交通機関は

新幹線の駅まで車で５分（信号４か所）、高速道路の入り口まで５００メートル（信号なし）便利になり

ました。 

この佐久地域で産業保健の業務に従事させていただいていることにより、私の認知症の症状が少

し遅れているかな？なんて自己診断しております。コーディネーターの主たる業務が年間約４５回前

後開催している労働者の健康管理に係る相談ですが、各事業所の担当者がこの相談事業の趣旨をご

理解いただいていないのではないかと思われる痕跡が散見されます。単に産業医の指導を受けた記

録があれば自分の責務を果たしたと、その根拠は健康診断結果表に経年同様の指摘が続いているこ

とからです（本来健康管理は自己責任ではありますが）。従業員は会社の最も大切な資産（大事に管

理する）です。産業医から指導された事項については的確に伝えて、その後の経過を確認してそれらを記

録するまで行って健康を維持して職務に従事できるようにサポートすることを職務として頂きたい。

「酒を飲むな」「喫煙するな」「体重を減らせ」など「個人の自由だ」そのとおりの発言ですが事業主に

はこれらの事柄が健康に良くないことの啓発の義務が求められております。小職も時間に余裕ある

時は担当者にこの制度について説明しますが限られた時間内ではほとんどその機会はありません。 

小職は、長時間労働者に対する面接指導の依頼を受けた場合は、直近の予定日を提案するのです

が、担当者は相談者の予定を確認してからにしてほしいと、業務優先の姿勢です。 

長時間労働が健康維持に悪い影響があり作業の継続の可否を産業医の指導を得て事業主がその

労働者の就業態様の判断をすべきなのに、担当者は単に産業医の意見書を得ておけば私の責務は

完了との姿勢が伺われます。「しごとより、いのち。」（厚生労働省の過労死等防止啓発月間の標語で

す）。直近の日時を提案するには、当日の所定時間を超過が予測されることを担当産業医にその旨を

お願いして了解を頂いていることなど、担当者には恩着せがましい言葉までは申し上げませんが。 

以上の二例は、ごく少数の事業主と担当者であって、多くの事業

所においては的確な従業員の健康管理を実施しています。 

従業員数５０人未満と以上で健康管理にどうして差があって良い

のでしょう、産業衛生の専門知識を習得して資格を得た衛生管理者

と産業医の指導を得ることが可能な事業所の労働者と、健康診断結

果を間接的に産業医から指導されるだけの事業所の労働者にこの

ような差があること１０３万円の壁と？ 

細々と小言を申し上げましたが、まだ当該センターを利用するだ

け良いと理解すべきか。 

地 産 保 通 信

 通 信 

 小諸・佐久地域 



 

 
 

令和 7年が始まりました。本年もどうぞよろしくお願いいたします。 

昨年を振り返ると、「治療と仕事の両立支援」のご相談や訪問支援のご依頼をいただくことが多く

なったように思います。当センターをホームページから見つけて下さったり、監督署に紹介していた

だいたり、医療機関で紹介していただいたり、ご相談のきっかけは様々です。 

もし身近に「治療と仕事の両立」に悩んでいる企業・労働者がいらっしゃれば、是非さんぽセンター

をご紹介下さい。 

以下、昨年秋ごろの活動等をご紹介します！ 

 

 

 

 

10 月 17 日に放送された長野朝日放送の番組「信州がんプロジェクト ハートフルメッセージ」に

当センターのメンタルヘルス対策・両立支援促進員 笹渕和香奈さんが出演しました。 

インタビューでは、「治療と仕事の両立支援」についてお話ししています。 

 

動画は長野朝日放送ホームページでご覧いただけます。 

https://www.abn-tv.co.jp/project-gan/backnumber/2024-10-17/ 

 

 

 

 

令和 6年度の両立支援コーディネーター事例検討会＆交流会を 10月に開催しました。 

今年は 15名と多くの方にご参加いただきました。医療機関に所属されている方々にもたくさん

ご参加いただき、嬉しく思いました。 

昨年度に引き続き、今年度も集合形式での事例検討会とさせていただきました。医療機関、企業、

支援機関のコーディネーターの皆様が、それぞれの立場から意見をだしたり、疑問を投げかけてみ

たり…。大変盛り上がりました。 

参加者からは、「同じ事例でも立場が違うと視点が変わり、自分とは異なる分野を知ることが出

来た」「色々な立場の方がいて参考になった」等の感想をいただきました。 

それぞれの分野でコーディネーターが支援し、そしてコーディネーター同士の横のつながりがで

きることで、よりよい支援に繋がっていくのだと改めて感じました。 

ご参加いただいたコーディネーターの皆様、ありがとうございました。 

 

【両立支援コーディネーターをお持ちの方へお願い】 

事例検討会等のご案内は、全て、基礎研修受講時に登録したメールアドレスにお送りしておりま

す。登録しているメールアドレスに変更がある場合は、メールアドレス変更の

手続きをしていただきますよう、お願いいたします。変更のお手続きをして

いないと、センターや機構からのご案内が届きませんので、ご注意くださ

い。（変更方法がわからない場合は長野さんぽセンターまでお問合せ下さ

い。） 

                           （労働衛生専門職 両立支援担当） 

治療と仕事の両立支援  



研修会のお知らせ

研修会報告

 

 

 

今年度もあと僅かとなってきました。来年度の研修会は現在計画中です。詳細が決まりましたらホームページ

等で案内させていただきます。また、以下にも掲載しましたが、今年度１～３月の研修会につきましてもどうぞよ

ろしくお願いいたします。（労働衛生専門職 研修担当） 

 

 

令和６年１０月３１日研修会「ストレスチェック制度で職場環境改善をどうはじめるか」 についてご報告します。

講師は当センターの産業保健相談員 高橋知也先生です。 

本研修では、職場環境改善をこれから始めようと思っている産業保健スタッフ等の方々を対象に、ストレスチ

ェックの集団分析結果からどのように職場環境改善に繋げていくかを学ぶ研修でした。 

参加者からは、「基本的な考え方や事例までお聞きできたことは有益でした。」「弊社でストレスチェック後の対

応についての迷いがある部分があったので、今回の研修で取り組み方の流れやきっかけを知ることができた。」

「主導型別それぞれの特性や取り組み方法について、実際に実行できるように詳しく説明していただけたので、

社内で検討したいと思います。」「職場環境改善の視点が分かった」などのご感想をいただきました。ご参加いた

だいた皆様、誠にありがとうございました。 

なお、当センターでは『メンタルヘルス対策支援事業』の支援項目の一つとして、促進員が事業場に訪問し、

ストレスチェック制度にかかる支援（導入支援や集団分析結果を踏まえた職場環境改善をどのように行えば

よいか等）を行っております（※ストレスチェックの実施はできません）。支援に関しましてはホームページにも

掲載しておりますのでよろしければご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研 修 会 レポート 

開催日時 テーマ・講師 形式･会場 

1月 15日（水） 

13：30～15：30 

「心理的安全性」を育むためのコミュニケーション～アサーティブなやり取りをするために必要な自分の感情のケア～ 

株式会社 Dream Seed 代表取締役 三井 洋子 

長野 

会場 

1月 17日（金） 

14：00～16：00 

発達障害が疑われる社員への就業上の配慮 

信州大学医学部産業衛生学講座 教授 塚原 照臣 
WEB 

1月 22日（水） 

13：00～17：00 

「労働安全衛生法の新たな化学物質規制」の実践 ～令和 6 年 4 月全面施行「事業者による自律的管理」に何が必要か～ 

小林労働安全衛生コンサルタント事務所 所長 小林 喜八郎 / 荻原労働衛生コンサルタント事務所 所長 荻原 幸男 

松本 

会場 

1月 23日（木） 

13：30～15：00 

メンタルヘルス不調者の職場復帰支援（リワーク支援） 

独立行政法人 高齢・障害・求職者雇用支援機構 長野障害者職業センター リワーク支援担当官 
WEB 

1月 29日（水） 

13：00～14：30 

２回シリーズ『化学物質の自律的管理』 第２回 

信州大学医学部衛生学公衆衛生学教室 教授 野見山 哲生 
WEB 

1月 31日（金） 

15：00～17：00 

 メンタルヘルス事例検討 

信州大学医学部精神医学教室 教授 鷲塚 伸介 

松本 

会場 

2月 4 日（火） 

13：30～15：00 

「ちょっとでも動く、座りっぱなしを減らす」一日の過ごし方から考える転倒予防 

東京労災病院 治療就労両立支援センター 作業療法士 佐藤 さとみ 
WEB 

2月 6 日（木） 

13：30～15：30 

２回シリーズ『働く女性のがんについて』 第２回「がん治療と仕事の両立支援」 

新潟県立看護大学講師・がん看護専門看護師 横川 史穂子 
WEB 

2月 12日（水） 

13：30～15：30 

働く人々の健康 がんと生活習慣病対策 

長野産業保健総合支援センター 所長 矼 暎雄 

長野 

会場 

2月 18日（火） 

13：30～16：30 

働く人に必要なアサーティブ･コミュニケーション～自分の考えや気持ちを率直に正直に伝えてみること～ 

オフィス・キャリアサポート 代表 古越 真佐子 

上田 

会場 

2月 20日（木） 

13：00～17：00 

「労働安全衛生法の新たな化学物質規制」の実践 ～令和 6 年 4 月全面施行「事業者による自律的管理」に何が必要か～ 

小林労働安全衛生コンサルタント事務所 所長 小林 喜八郎 / 荻原労働衛生コンサルタント事務所 所長 荻原 幸男 

上田 

会場 

2月 28日（金） 

13：30～15：00 

たばこをやめましょうと言わなくてもいい禁煙支援 

東京労災病院 治療就労両立支援センター 保健師 上田 恵 
WEB 

3月 3 日（月） 

13：30～15：00 

職域の転倒災害 ～その原因と対策のポイント～ 

信州大学医学部衛生学公衆衛生学教室 助教 長谷川 航平 

松本 

会場 

3月 5 日（水） 

13：30～16：00 

職場の困った事例から考えるメンタルヘルス対策～適切な対処と発生させないための産業保健スタッフの取り組み～ 

オフィス カコマ 代表 御子柴 由紀子 

松本 

会場 

3月 6 日（木） 

13：30～15：00 

働く女性のための食生活について 

東京労災病院 治療就労両立支援センター 管理栄養士 平澤 芳恵 
WEB 

 

 

 

（既に満員、受付終了となっている場合もございます 

ので、詳細はホームページをご覧ください） 



今更聞けないこんなこと その 4 

 

 

 

          

            

 

新年、明けましておめでとうございます。心新たに新年の幕開けがされたものと思います。 

玄関に飾ってある門松には、きっとたくさんの神様が福を届けに天から門松を目指し、下

ってきてくれたものと思います。今年も健康で、安全な、年でありますよう祈念いたします。 

さて、「今更聞けないこんなこと」シリーズでは、Googleさんにお世話になっていますが、今日は、「労働者」と

「従業員」の違い「職員」の違いについて触れてみたいと思います。 

労働者の定義は、労働基準法によりますが、「職業の種類を問わず、事業又は事務所に使用される者で、賃金

を支払われる者」（第９条）とされています。労働基準法における労働者とは、企業と雇用契約を結んでいる人や

企業から賃金を受け取っている人のことを指します。企業の経営を担っている事業主、企業の代表者や役員報酬

を得ている役員はこれに該当しません。個人事業主もしかりです。労働者は基本的には企業の指示に従うことに

なります。 

それでは、「従業員」とは、一般的に、企業と雇用契約を結んで業務に従事する人のこととか、会社や組織から

給料をもらい仕事をする人の総称ですと書かれています。ちなみに、厚生労働省が示しているモデル就業規則で

は、「従業員」は「労働者（会社に雇用される人）」の表現の言い換えとして使われています。と、書かれています。 

どちらも、示す相手は同じということでしょうか。「労働者」の方がより行政的用語となります。 

それでは、うちの「職員」はというと、一般的に行政法人や宗教法人など会社組織以外の法人、学校、国や地方

公共団体で働く人の事を指しますが、「職員」を従業員といっても差しつかえありません。「職員」を「社員」とは言

いませんが、これは、すんなりわかる気がいたします。 

労働者でありながら、健康管理上の指揮命令に従わない方が、いらっしゃいます。企業は、労働者とのトラブル

を避けるためにも、雇用契約や、就業規則等で企業指示を明確に記することが必要であることは、言うまでもあ

りません。お互いの立ち位置を理解し、気持ちよく働ける職場づくりをお願いいたします。 

  （産業保健専門職 北野和子）   

新年明けましておめでとうございます。 

令和７年に入りました。「一年の計は元旦にあり」ということわざがありますが、私はいつも、正月休みの期間を利用

して１年間の目標や計画を立てます。（私自身が計画を立てることが好きなこともありますが・・・。） 

１年間の計画を立て、１年の締めくくりとして、年末に計画どおり実現したことを思い出すことは楽しいものです。計

画どおりいかなかったことは反省して、今年こそは実現すると意気込むことも気力が湧いてきます。 

令和７年の産業保健の大きな流れとして、化学物質の自律的管理、カスタマーハラスメントを含めたハラスメント対

策、メンタルヘルス対策、治療と仕事の両立支援等が特に重点課題となってくるものと考えています。 

厚生労働省の発表によりますと、メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業場の割合は、令和５年には６３.8％とま

だまだ目標に達していない水準であります。 

また、精神障害の労災の支給決定件数は、令和５年は８８３件と過去最悪と高止

まり傾向にあり、現在の仕事や職業生活に関することで強い不安やストレスとなっ

ていると感じる事柄がある労働者の割合が８２.7％となっている状況であります。 

労働者健康安全機構の理念としまして「勤労者の安全向上」、行動指針としまして

「全ての勤労者の健康維持と安全向上に貢献します」が挙げられており、産業保健

総合支援センターの存在意義を今こそ発揮する必要がある、発揮しなければならな

いと強く感じております。 

長野産業保健総合支援センターにおきましては、皆様方のご意見をうかがわせて

いただきながら、新しい取組みを模索し、実行していきたいと考えております。引き

続き、皆様方のお力添えをよろしくお願いします。                                      （副所長） 

保健師通信 

編 集 後 記 

 

  


